
   公的個人認証サービス利活用推進事業(素案) 

 以下４点の課題について、行政管理局・自治行政局・情報通信国際戦略局共同の検討の場にて、検討・実証。
総理指示である「2020年を目処にマイナンバーカードに関わる『ワンカード化・ワンストップ化』」の実現を図る。 

    ①署名検証受託者等に関わる技術的要件の検証 
    ③電子私書箱機能の検証                   
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①避難時の本人確認等 
②ＣＡＴＶのコンテンツ配信サービスの認証 
③ＮＨＫの受信料関連の手続き 
④日本郵便の電子私書箱（ワンストップ化） 
⑤官庁や独法の手続き 
⑥自治体関連の手続き 

①電子私書箱に住所変更を通知すれば、 
  接続された官庁・自治体・公共サービス 
  に一括伝達 
②公共機関からの証明書類は電子私書箱 
  に一括伝送 
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②カードアプリ・ドライバ等の検証 
④新たなアクセス手段の開発 
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